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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地上に設置された基準ＧＰＳ受信機である基準局にて得られた測距データと、位置計測
対象である移動物体に配置された観測ＧＰＳ受信機である観測局にて得られた測距データ
とに基づき移動物体の三次元位置を計測する装置であって、
　基準局からの基準測距データおよび観測局からの観測測距データを入力して、リアルタ
イムキネマティック（ＲＴＫ）法により、観測局の位置データであるフィックス解、フロ
ート解などのＲＴＫ解を演算し得る解演算部を複数具備するとともに、これら各解演算部
を所定時間おきにずらせて順番に再起動させるようになし、
　さらに上記各解演算部から出力されたＲＴＫ解を入力して正常なフィックス解を取得す
る解取得部を具備し、
　且つ上記解取得部に、入力されたフィックス解の個数が複数であるか否かを判断する個
数判断部と、この個数判断部にてフィックス解の個数が複数であると判断された場合にこ
れら各フィックス解同士の偏差を求める偏差演算部と、この偏差演算部にて演算された各
偏差が許容値以下であるか否かを判断する許容値判断部とを具備させるとともに、この許
容値判断部にて全ての偏差が許容値以下であると判断された場合にこれらのフィックス解
に基づき正常なフィックス解を取得するようにしたことを特徴とするＧＰＳによる位置計
測装置。
【請求項２】
　観測局が所定海域に係留された観測ブイに設置されており、演算される位置データが海
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面位置であることを特徴とする請求項１に記載のＧＰＳによる位置計測装置。
【請求項３】
　地上に設置された基準ＧＰＳ受信機である基準局にて得られた基準測距データと、位置
計測対象である移動物体に配置された観測ＧＰＳ受信機である観測局にて得られた観測測
距データとをそれぞれ複数の解演算部に入力するとともに、これら各解演算部にて、リア
ルタイムキネマティック（ＲＴＫ）法を用いて、観測局の位置データであるフィックス解
、フロート解などのＲＴＫ解を演算し、
　次に上記求められたフィックス解の個数が複数であるか否かを判断するとともに、フィ
ックス解が複数であると判断された場合にこれら各フィックス解同士の偏差を求め、
　次に上記求められた各偏差が許容値以下であるか否かを判断するとともに、全ての偏差
が許容値以下であると判断された場合にこれらのフィックス解に基づき正常なフィックス
解を取得し、
　且つ上記各解演算部を所定時間おきにずらせて順次再起動させることを特徴とするＧＰ
Ｓによる位置計測方法。
【請求項４】
　観測局が所定海域に係留された観測ブイに設置されており、演算される位置データが海
面位置であることを特徴とする請求項３に記載のＧＰＳによる位置計測方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＧＰＳによる位置計測装置および位置計測方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＧＰＳ（Global Positioning System）を利用して、計測対象物（以下、計測点という
）の３次元位置をリアルタイムに求める測位方式としてＲＴＫ（Real Time kinematic：
リアルタイムキネマティック）法があり、海洋観測ブイによる津波・波浪観測にも利用さ
れている。
【０００３】
　ところで、このＲＴＫ法は、予め、緯度、経度、高さが分かっている基準点でのＧＰＳ
衛星からの搬送波位相による計測値を参照しながら、計測点での搬送波位相の計測を行う
とともに、基準点から計測点を見たときの基線ベクトルを求め、計測点の三次元位置を精
度良く計測する方法である。ここで，搬送波位相の計測値には整数値バイアスがあり、Ｒ
ＴＫ法ではこれを決定することにより高精度測位が達成される。
【０００４】
　しかし、ＲＴＫ法により、例えば連続して海面位置つまり海面の変位を計測する場合、
電離層や対流圏の影響，またはＧＰＳ受信機のサイクルスリップ等の要因によって、時々
、整数値バイアスを誤って確定してしまい、測距データ（ＧＰＳ衛星と受信機との間の距
離に相当するデータである）が急激に変化する跳躍現象が発生することがある。このよう
になると、測距データの信頼性が失われ、例えば津波の観測を行っている場合には、誤ま
った警報を発令してしまう惧れが生じる。
【０００５】
　このような問題を解消するものとして、現在、得られている解がフィックス解であるか
、それより以下の精度が低い解であるかという情報に基づいて、跳躍現象によるＧＰＳ測
位データ（ＧＰＳ衛星位置と測距データとに基づき演算された三次元位置データである）
の誤認識を判別するようにしたものがある（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００８－２９７５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、ＲＴＫ法によると、整数値バイアスは、ＧＰＳ受信機においてＧＰＳ衛星の
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捕捉が途切れない限り変化することがない。すなわち、ＲＴＫ法のアルゴリズムにおいて
は、一旦、整数値バイアスが確定されると、その整数値バイアスは固定したままとなり、
再計算が行われないのが一般的であり、長時間の連続測位を行っている途中で、整数値バ
イアスに跳躍現象が生じると、長時間に亘って、誤った測距データが出力されてしまう。
【０００７】
　したがって、上記特許文献１の構成によると、確かに、得られた解に基づいて測位デー
タの誤認識を判別することは可能であるが、整数値バイアスに跳躍現象が生じてフィック
ス解そのものが異常値になっている場合には、対処することができないという問題があっ
た。
【０００８】
　そこで、本発明は、ＲＴＫ法によるフィックス解が異常値になっている場合には、その
異常値を除去し得るＧＰＳによる位置計測装置および位置計測方法を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するため、本発明のＧＰＳによる位置計測装置は、地上に設置された基
準ＧＰＳ受信機である基準局にて得られた測距データと、位置計測対象である移動物体に
配置された観測ＧＰＳ受信機である観測局にて得られた測距データとに基づき移動物体の
三次元位置を計測する装置であって、
　基準局からの基準測距データおよび観測局からの観測測距データを入力して、リアルタ
イムキネマティック（ＲＴＫ）法により、観測局の位置データであるフィックス解、フロ
ート解などのＲＴＫ解を演算し得る解演算部を複数具備するとともに、これら各解演算部
を所定時間おきにずらせて順番に再起動させるようになし、
　さらに上記各解演算部から出力されたＲＴＫ解を入力して正常なフィックス解を取得す
る解取得部を具備し、
　且つ上記解取得部に、入力されたフィックス解の個数が複数であるか否かを判断する個
数判断部と、この個数判断部にてフィックス解の個数が複数であると判断された場合にこ
れら各フィックス解同士の偏差を求める偏差演算部と、この偏差演算部にて演算された各
偏差が許容値以下であるか否かを判断する許容値判断部とを具備させるとともに、この許
容値判断部にて全ての偏差が許容値以下であると判断された場合にこれらのフィックス解
に基づき正常なフィックス解を取得するようにしたものであり、
　また上記位置計測装置において、観測局が所定海域に係留された観測ブイに設置されて
おり、演算される位置データを海面位置とするものである。
【００１０】
　さらに、本発明のＧＰＳによる位置計測方法は、地上に設置された基準ＧＰＳ受信機で
ある基準局にて得られた基準測距データと、位置計測対象である移動物体に配置された観
測ＧＰＳ受信機である観測局にて得られた観測測距データとをそれぞれ複数の解演算部に
入力するとともに、これら各解演算部にて、リアルタイムキネマティック（ＲＴＫ）法を
用いて、観測局の位置データであるフィックス解、フロート解などのＲＴＫ解を演算し、
　次に上記求められたフィックス解の個数が複数であるか否かを判断するとともに、フィ
ックス解が複数であると判断された場合にこれら各フィックス解同士の偏差を求め、
　次に上記求められた各偏差が許容値以下であるか否かを判断するとともに、全ての偏差
が許容値以下であると判断された場合にこれらのフィックス解に基づき正常なフィックス
解を取得し、
　且つ上記各解演算部を所定時間おきにずらせて順次再起動させる方法であり、
　また上記位置計測方法において、観測局が所定海域に係留された観測ブイに設置されて
おり、演算される位置データを海面位置とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　上記位置計測装置および位置計測方法によると、ＲＴＫ法を用いた解演算部を複数具備
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させ、これら各解演算部で得られたフィックス解同士の偏差と許容値とを比較するととも
に全ての偏差が許容値以下である場合に、これらのフィックス解に基づき正常なフィック
ス解を取得するようにしたので、ほぼ常に、正常なフィックス解を得ることができる。す
なわち、異常値のフィックス解を、より確実に除去することができる。
【００１２】
　さらに、各解演算部を所定時間おきにずらせて再起動させるようにしているので、たと
えフィックス解が異常値になった場合でも、所定時間以内に異常値が発生した解演算部で
求められる整数値バイアスが正常に戻るため、正常なフィックス解が得られる。
【００１３】
　したがって、従来のように、一旦、フィックス解が異常値になると、誤った位置データ
が出力され続けるという事態が防止されるため、この位置計測装置および位置計測方法を
用いて津波などを検出する際には、精度の良い検出を行うことができ、延いては、誤った
津波警報の発令が防止される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態に係るＧＰＳによる位置計測装置および位置計測方法を、図
１～図６に基づき説明する。
　この位置計測装置および位置計測方法は、ＧＰＳ（Global Positioning System：全地
球測位システム）を利用して移動物体の位置、具体的には海面位置を精度良く計測するた
めに用いられるもので、リアルタイムキネマティック［以下、ＲＴＫ（Real Time Kinema
tic）という］方式すなわち搬送波位相を用いた相対測位方式（干渉測位方式ともいう）
が採用されている。
【００１５】
　そして、本実施の形態では、この位置計測装置を用いた海面位置計測装置について説明
するとともに、位置計測方法についても、海面位置計測方法の要部として説明する。
　まず、位置計測装置を具備した海面位置計測装置の概略構成を図１に基づき説明する。
【００１６】
　この海面位置計測装置は、ＲＴＫ方式を用いたものであり、図１に示すように、地上に
設置された基準ＧＰＳ受信機（以下、基準局という）１および所定海域に係留された観測
ブイ（位置計測対象である移動物体の一例）３に設置された観測ＧＰＳ受信機（以下、観
測局という）２にて得られたＧＰＳ衛星Ｓからの電波による測距データに基づき、当該所
定海域での海面位置を計測するために用いられるものである。
【００１７】
　すなわち、図２に示すように、この海面位置計測装置１１には、基準局１からの基準測
距データおよび観測局２からの観測測距データを入力して、ＲＴＫ法により観測局２の海
面位置データ（三次元位置データであり、測位データでもある）を求める複数個、例えば
４個の解演算部（ＲＴＫ演算部ともいえる）１２（１２Ａ～１２Ｄ）と、これら各解演算
部１２から出力された各ＲＴＫ解を入力するとともに所定の演算処理を施して正常なフィ
ックス解を取得して出力する解取得部１３と、この解取得部１３から出力されたフィック
ス解つまり海面位置データを入力し海面変位を解析して波浪・潮位・津波の各成分を抽出
するデータ解析部１４と、このデータ解析部１４にて抽出されたデータを例えば画面等に
表示するデータ表示装置（具体的には、モニターであり、プリンターであってもよい）１
５とが具備されたもので、さらに上記各解演算部１２は、所定時間おきに例えば１時間お
きにずらされて、順番に、起動および再起動するように構成されている。すなわち、各解
演算部１２を順番に起動および再起動（初期化またはリセットと呼ぶこともできる）させ
るための起動制御部１６が具備されている。なお、再起動とは、駆動用の電源は切らずに
、内部の演算処理に必要とされる初期値がリセットされるとともに、或る演算処理で前回
の演算値を必要とする場合のこれら演算値についてもリセット（例えば、ゼロに）される
。勿論、解演算部１２ので電源を入れ直すこともできる。
【００１８】
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　ここで、ＲＴＫ法を、すなわち解演算部１２での演算手順を、図３のフローチャートに
基づき概略的に説明しておく。
　観測局（以下、受信機ともいう）２にて得られたＧＰＳ衛星Ｓから発射された電波が入
力されると、まず、捕捉されている複数のＧＰＳ衛星Ｓの位置と、各ＧＰＳ衛星Ｓまでの
擬似距離［衛星から受信機までの電波到達時間×電波速度（光速）］とをそれぞれ計算す
る［ステップ１（１Ａ）］。
【００１９】
　次に、電離層や対流圏の影響による誤差および受信機での時計誤差を推定する［ステッ
プ２（２Ａ）］。
　次に、ステップ２（２Ａ）で求められた推定誤差および推定時計誤差を用いて、ＧＰＳ
衛星Ｓまでの擬似距離を補正する［ステップ３（３Ａ）］。
【００２０】
　次に、ステップ３（３Ａ）で求められた擬似距離を、下記（１）式に基づき平滑化（ス
ムージングともいう）する［ステップ４（４Ａ）］。この平滑化は、擬似距離には観測雑
音が多いので、観測雑音が少ない搬送波位相を用いて、観測雑音の影響を少なくするため
のものである。
【００２１】
【数１】

　次に、ステップ４（４Ａ）で求められた擬似距離を用いて単独測位を行う［ステップ５
（５Ａ）］。
【００２２】
　上記ステップ１（１Ａ）～ステップ５（５Ａ）までの手順が、基準局２側でも並行して
行われる［ステップ１（１Ｂ）～ステップ５（５Ｂ）］。
　次に、基準局１で求められた擬似距離と当該基準局１で予め求められた高精度な位置と
から擬似距離に重畳している誤差分を求めるとともに、この誤差分を観測局２で求められ
た擬似距離から差し引いて、正確な距離すなわちＤ－ＧＰＳ解を求める（ディファレンシ
ャアルＧＰＳ測位）（ステップ６）。
【００２３】
　次に、下記（２）式に基づき、ＧＰＳ衛星Ｓから発射される２種類の周波数信号（Ｌ１
，Ｌ２）より、ワイドレーンでの整数値バイアスを求める。
【００２４】
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【数２】

　Ｌ１の搬送波の波長が１９．０ｃｍ、Ｌ２の搬送波の波長が２４．４ｃｍであるのに対
して、ワイドレーンでの波長は、８６．２ｃｍとかなり長くなっているので、整数値バイ
アスの候補を絞りやすくなる。したがって、ワイドレーンでの整数値バイアスを決定した
後、Ｌ１での整数値バイアスを絞り込むようにしている。
【００２５】
　ワイドレーンでの整数値バイアスが決定されれば、ワイドレーンでの測位の演算を行う
ことができる（ワイドレーン測位）（ステップ７）。
　次に、ワイドレーンでの整数値バイアスに基づき、Ｌ１での整数値バイアスを決定する
。Ｌ１での整数値バイアスが決定されれば、Ｌ１での測位の演算を行うことができる（Ｌ
１測位）（ステップ８）。
【００２６】
　上記の各ステップにより、ＲＴＫ解が得られることになる。
　上記解取得部１３には、図４に示すように、各解演算部１２からのＲＴＫ解を入力しフ
ィックス解を選択する解選択部２１と、この解選択部２１にて選択されたフィックス解の
個数が複数であるか否かを判断する個数判断部２２と、この個数判断部２２にてフィック
ス解の個数が複数であると判断された場合にこれら各フィックス解同士の偏差（単に、「
差」と呼ぶこともできる）を求める偏差演算部２３と、この偏差演算部２３にて演算され
た全ての偏差が許容値（閾値でもある）以下であるか否かを判断する許容値判断部２４と
、この許容値判断部２４にて許容値以下であると判断された場合にこれらフィックス解に
所定の演算処理を施して正常（適正、または最適ともいえる）なフィックス解を求める演
算処理部２５とが具備されている。
【００２７】
　この演算処理部２５では、例えば複数のフィックス解の平均値が求められて、この平均
フィックス解が正常なフィックス解として、解取得部１３から出力される。なお、平均値
の代わりに、中央値（データが偶数ある場合には、中央の２つのデータの平均値が用いら
れる）を用いるようにしてもよい。
【００２８】
　また、上記データ解析部１４には、解取得部１３にて取得されたフィックス解つまり海
面位置データを入力して、波浪を抽出する波浪抽出部３１と、潮位を抽出する潮位抽出部
３２と、津波を抽出する津波抽出部３３とが具備されている。
【００２９】
　上記波浪抽出部３１においては、海面位置データにハイパスフィルタ（例えば、ＦＩＲ
型フィルタが用いられる）処理が施され、短周期成分である波浪成分だけが抽出される。
　また、上記潮位抽出部３２においては、海面位置データにローパスフィルタ処理が施さ
れ、波浪成分などの短周期成分が除去されて長周期成分である潮位が抽出される（津波成
分については残っている）。このローパスフィルタとしてはＦＩＲ型のものが用いられ（
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計算方法は、重み付きの移動平均に相当する）、波形を歪ませることなく短周期成分を除
去することができる。
【００３０】
　さらに、上記津波抽出部３３には、海面位置データに対してＦＩＲ型のローパスフィル
タ処理を施し、波浪成分などの短周期成分を除去して実際の潮位（以下、実測潮位という
）を得る実測潮位検出部と、潮位推定式を用いて潮位を推定する潮位推定部と、上記実測
潮位検出部で得られた実測潮位と潮位推定部で得られた推定潮位を入力するとともに実測
潮位から推定潮位を減算して津波を検出する津波検出部とが具備されている。すなわち、
実測潮位から推定潮位を引くことにより、波浪より周期が長い津波成分を抽出することが
できる。
【００３１】
　次に、上述した海面位置計測装置１１により、正常なフィックス解を得る手順を含めた
海面位置計測方法を、図５に示すフローチャートに基づき説明する。
　なお、上述したように、この海面位置計測装置１１には、４個の解演算部１２が具備さ
れているとともに、起動制御部１６により、所定時間おきに例えば１時間おきに、起動お
よび再起動が行われている。図６に、起動および再起動スケジュールを示しておく。なお
、図面における「Ｔ」は、最初に起動した解演算部１２の起動時刻を示し、「Ｔ＋１時間
」、「Ｔ＋２時間」および「Ｔ＋３時間」は、それぞれ２番目、３番目および４番目に起
動した解演算部１２の起動時刻を示している。
【００３２】
　すなわち、図５に示すように、基準局１と観測局２とで得られた測距データは各解演算
部１２に入力されて、ＲＴＫ法により精度の高いフィックス解（ＦＩＸ解）が求められる
。勿論、フィックス解の他に、当該フィックス解よりも精度が低いフロート解、Ｄ－ＧＰ
Ｓ解、単独測位解なども求められている。
【００３３】
　そして、各解演算部１２で得られたフィックス解、フロート解、Ｄ－ＧＰＳ解、単独測
位解などのＲＴＫ解は解取得部１４の解選択部２１に入力され、フィックス解が選択され
る。
【００３４】
　次に、解選択部２１で選択されたフィックス解が個数判断部２２に入力され、フィック
ス解の個数が求められる。
　次に、この個数判断部２２において、フィックス解の個数が複数である場合には、各フ
ィックス解が偏差演算部２３に入力されてフィックス解同士の差である偏差がそれぞれ求
められる。
【００３５】
　次に、各偏差が許容値判断部２４に入力されて偏差の絶対値と予め設定された設定値と
が比較されて、全ての偏差が許容値以下であるか否かが判断される。
　そして、全ての偏差が許容値以下であると判断された場合には、全てのフィックス解が
正常値であると判断されるとともに、これら各フィックス解が演算処理部２５に入力され
、ここで、全てのフィックス解の平均値が演算される。この平均値が海面位置データとし
て出力される。
【００３６】
　ところで、個数判断部２２において、フィックス解が１個であると判断された場合には
、このフィックス解が解取得部１３から出力される。
　また、許容値判断部２４において、全ての偏差が許容値以下でない場合、すなわちいず
れかの偏差が許容値を超えている場合には、整数値バイアスに跳躍現象が発生しフィック
ス解が異常値になっていると判断されるため、今回、得られたフィックス解は全て無効と
される。
【００３７】
　このようにして得られた正常なフィックス解は海面位置データとして、データ解析部１
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４に送られ、ここで、波浪、潮汐、津波などに分析された後、データ表示装置１５に送ら
れ、例えば画面にて表示される。
【００３８】
　なお、上記解演算部１２の再起動に際しては、例えば平滑化処理においては過去に計測
した擬似距離および搬送波位相が用いられるため、これらが初期化されることになる。
　上述した海面位置計測装置および海面位置計測方法によると、ＲＴＫ法を用いた解演算
部１２を複数具備させ、これら各解演算部１２で得られたフィックス解同士の偏差と許容
値とを比較するとともに全ての偏差が許容値以下である場合に、これらのフィックス解に
基づき正常なフィックス解を取得するようにしたので、ほぼ常に、正常なフィックス解を
得ることができる。すなわち、異常値のフィックス解を、より確実に除去することができ
る。
【００３９】
　さらに、各解演算部１２を所定時間おきにずらせて再起動させるようにしているので、
たとえフィックス解が異常値になった場合でも、所定時間以内に、異常値が発生した解演
算部１２での整数値バイアスが正常に戻り、正常なフィックス解が得られる。
【００４０】
　したがって、従来のように、一旦、フィックス解が異常値になると、誤った位置データ
が出力され続けるという事態が防止されるため、この海面位置計測装置および海面位置計
測方法を用いて津波などを検出する際には、精度の良い検出を行うことができ、延いては
、誤った津波警報の発令を防止することができる。
【００４１】
　なお、上述の説明では、位置計測装置を海面位置計測装置の要部として説明したが、例
えば位置計測装置として捉えた場合には、解演算部１２と解取得部１３とから構成される
ことになる。
【００４２】
　ところで、上述した実施の形態においては、解演算部を４個具備させるとともに、所定
時間おきにずらせて順番に再起動させる海面位置計測装置および海面位置計測方法につい
て説明したが、これらと同様の効果を奏し得る参考例としての海面位置計測装置および海
面位置計測方法を、以下、簡単に説明しておく。
【００４３】
　この海面位置計測装置においては、２個の解演算部が具備されるとともに、一方を主解
演算部（メイン）に、他方を副解演算部（サブ）となし、さらに副解演算部を所定時間お
きに再起動させるとともに、主解演算部については、両解演算部にて得られたフィックス
解の偏差が許容値を超えている場合にだけ、且つその時点で再起動させるようにしたもの
である。
【００４４】
　この海面位置計測方法を、図７のフローチャートに基づき簡単に説明しておく。
　すなわち、２つの解演算部にて求められたＲＴＫ解を解取得部の解選択部に入力して、
その中からフィックス解を選択した後、解判断部（実施の形態における個数判断部に対応
する）にて、両方ともフィックス解であるか否かを判断するとともに、一方だけがフィッ
クス解である場合には、いずれの解演算部からの解がフィックス解であるかを判断する。
【００４５】
　両方ともフィックス解であると判断された場合には、偏差が求められた後、この偏差と
予め求められている許容値とが比較されて、偏差が許容値以下であるか否かが判断される
。
【００４６】
　偏差が許容値以下であると判断された場合には、主解演算部からのフィックス解が正常
なフィックス解として取得される。偏差が許容値を越えている場合には、両フィックス解
とも無効にされるとともに主解演算部だけが再起動される。
【００４７】
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　そして、上記解判断部において、両方ともフィックス解でないと判断された場合には、
まず、主解演算部からの解がフィックス解であるか否かが判断される。主解演算部からの
解がフィックス解であると判断された場合には、このフィックス解が正常なフィックス解
として取得される。
【００４８】
　次に、上記解判断部において、主解演算部からの解がフィックス解でないと判断された
場合には、副解演算部からの解がフィックス解であるか否かが判断される。副解演算部か
らの解がフィックス解であると判断された場合には、このフィックス解が正常なフィック
ス解として取得され、フィックス解でないと判断された場合には、いずれの解もフィック
ス解でないため、フィックス解無しと判断される。この場合における各解演算部の再起動
スケジュールを図８に示しておく。
【００４９】
　上述した参考例における海面位置計測装置および海面位置計測方法においても、上記実
施の形態と同様の効果が得られる。
　すなわち、従来のように、解演算部が１個である場合よりも、正常なフィックス解が得
られやすくなるので、異常値であるフィックス解の除去をより確実に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の実施の形態に係る位置計測装置が用いられて海面位置を計測するための
海面位置計測装置の設置環境を示す概略全体構成図である。
【図２】同位置計測装置が用いられる海面位置計測装置の概略構成を示すブロック図であ
る。
【図３】同海面位置計測装置に用いられるＲＴＫ法を説明するフローチャートである。
【図４】同海面位置計測装置の解取得部の概略構成を示すブロック図である。
【図５】同海面位置計測装置により海面位置を計測する手順を示すフローチャートである
。
【図６】同海面位置計測装置における解演算部の起動および再起動のスケジュールを示す
図である。
【図７】本発明の海面位置計測装置の参考例の概略構成を示すブロック図である。
【図８】同参考例に係る海面位置計測装置における解演算部の起動および再起動のスケジ
ュールを示す図である。
【符号の説明】
【００５１】
　１　　　基準ＧＰＳ受信機
　２　　　観測ＧＰＳ受信機
　３　　　観測ブイ
１１　　　海面位置計測装置
１２　　　解演算部
１３　　　解取得部
１４　　　データ解析部
１６　　　起動制御部
２１　　　解選択部
２２　　　個数判断部
２３　　　偏差演算部
２４　　　許容値判断部
２５　　　演算処理部
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